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研究成果の概要： 

近年の被害地震事例に基づいて、木造住宅の耐震性能と応答変形角との関係および応答変形
角と地震被害率との関係を明らかにした。木造住宅の耐震性能や築年数による経年変化の影響、
地域の地震ハザードの違いを考慮できる地震損傷確率予測や地震リスク評価手法を用いて、パ
ラメータ分析を行い、木造住宅の目標性能について検討した。木造住宅の地震被害低減に繋げ
るためには、耐力上昇とともに変形性能の確保が重要であることや地震発生確率の高い地域で
は、耐力が高い住宅ほど経年変化による耐震性能の低下の影響も大きく、住宅の維持管理対策
も重要となることを示した。 
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１．研究開始当初の背景 
東南海・南海地震や宮城県沖地震のような地

震発生が確実視されている地域だけでなく、地
震の活動期に入ったと言われる日本全国では、
人的安全性に最も大きく関わる木造住宅の地震
被害をいかに低減させていくかが、緊急の課題
となっている。地震被害の低減を目的とした木
造住宅の耐震補強の促進が不可欠となってい
るが、耐震診断において安全と言われる耐震性

能レベルが、地域の地震環境を考慮した地震被
害想定の中では、どの程度の耐震性能レベル
に相当するかについて十分に検討されているわ
けではなく、また同様に、近年の被害地震にお
ける強震動記録に対しても、被害低減に有効に
作用する耐震性能は明らかになっていない。さ
らに、建築物の供用期間は地震の発生間隔に
比べれば非常に短いが、供用期間中において
も木造住宅の維持管理方法によっては、耐震性
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能も変化する可能性があり、いつの時点で地震
に遭遇するかによって、地震被害程度は大きく
異なる。そのため、今後発生が危惧される地震
に対する被害低減を考えて行く上では、建築時
や現時点での木造住宅の耐震性能に基づく地
震被害予測だけではなく、木造住宅の維持管理
方法の違いや経年変化の影響による耐震性能
の変化を考慮可能な地震損傷確率予測手法が
必要とされつつある。 

 
 

２．研究の目的 
数十年後に発生する大地震に備えた耐震改

修の有効性の検証、耐震性能の高い住宅を長
寿命化するための維持管理の必要性検討、地
震の発生時期を考慮した地震防災対策の立案
などを行っていくためには、住宅の築年数による
経年変化の影響とともに、地域の地震環境を考
慮して、木造住宅の供用期間中における地震被
害低減のための目標性能を明らかにしておく必
要がある。さらに、木造住宅の地震被害を低減
させていくためには、地域の地震危険度や既存 
木造住宅の地震リスクと耐震補強による効果な
どを住民自ら認識できるようにする必要がある。   

本研究では、地震被害低減のための供用期
間中における木造住宅の目標性能を評価可能
な手法を構築し、木造住宅の経年変化や耐震
補強の影響および地震の発生確率などを考慮
し、地域の地震環境の違いに基づく地震被害低
減策の提案につなげるための研究を行う。 

 
 

３．研究の方法 
研究の方法の概要は、図 1 に示すように、ま

ず、近年の被害地震における木造住宅被害の
分析を行い、耐震性能と地震被害程度との関係
を明らかにする。次に、近年の地震被害の分析
結果に基づいて、木造住宅の耐震性能やその
変化および地震ハザードを考慮でき、地震被害
低減のための目標性能を評価可能な損傷確率
予測手法と地震リスク評価手法を提案する。最
後に、提案手法を用いて、地震環境が異なる地
域を対象としたパラメータ分析を行い、木造住宅
の供用期間中における目標性能について分析
し、耐震補強策や維持管理対策などの被害低
減策について検討する。 

 
(1) 近年の地震被害の分析 

近年の被害地震(2007 年能登半島地震、新
潟中越沖地震)における木造住宅被害の分析を
行い、木造住宅の耐震性能と地震被害や損傷
確率との関係を明らかにする。2007 年能登半島
地震においては、現地調査を実施し、木造住宅
の被害状況や耐震性能の把握に努めるとともに、
震源域における最大地動速度を推定する。被
害地域における観測地震動や推定地震動を基
に、木造住宅を対象とした地震応答解析を実施

し、耐震性能と応答変形角および被害との関係
について分析し、被害が発生し始める応答変形
角について検討する。 

 
 (2) 木造住宅の供用期間中における目標性能
を検討可能な手法の提案 

次に、木造住宅の経年変化や維持管理状況
と地震ハザードを考慮可能な地震損傷確率予
測手法と地震リスク評価手法を提案する。近年
の地震被害の分析結果に基づいて、建築年代
別の木造住宅の被害率を説明可能な耐震性能
の経年変化や維持管理の影響を考慮可能な地
震損傷確率予測手法 1,2)を改良し、木造住宅の
供用期間中における目標性能を検討可能な地
震損傷確率予測手法、地震リスク評価手法を提
案する。 
 

(3) 地震被害低減のための木造住宅の耐震性
能の検討 

提案した地震損傷確率予測手法および地震
リスク評価手法を用いて、木造住宅の被害要因
(供用期間、経年変化、耐力、変形性能など)に
ついてパラメータ分析を行い、各要因が損傷確
率に及ぼす影響度を分析するとともに、被害低
減のための目標性能に及ぼす影響を検討する。
地震ハザードの異なる地域として、京都、大阪、
高知を対象とした地震損傷確率予測の事例解
析を行い、木造住宅の地震被害低減に有効に
作用する耐震性能や重要となる要因について
検討する。また、耐震診断や設計時に用いられ
る地震動を用いた分析を行い、耐震診断や設
計時に要求される木造住宅の耐震性能と地域
の地震環境から求まる木造住宅の損傷確率との
関係を明らかにした上で、地震被害の低減に有
効に作用する木造住宅の耐震性能について検
討を行う。 
 

 

４．研究成果 
近年の被害地震における木造住宅被害の分

析を行い、被害が生じた木造住宅の耐震性能
について、木造住宅の耐震性能(耐力や変形性 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 研究の方法のフローチャート 

近年の地震被害の分析

地震ハザードに基づく
供用期間中の地震リスク評価手法

経年劣化を考慮した
地震損傷確率予測手法

地震被害低減のための
木造住宅の耐震性能の検討



 

 

能)と地震被害や損傷確率との関係を明らかに
することを目的として研究を行った。さらに、木造
住宅の耐震性能や築年数による経年変化の影
響や地域の地震ハザードの違いに着目した木
造住宅の地震損傷確率予測のパラメータ分析
を行い、木造住宅の地震被害低減の提案に繋
げるための検討を行った。 

 
(1) 能登半島地震において、現地被災調査を実

施し、木造住宅の被害状況を明らかにし、震
源域における最大地動速度を推定するととも
に、木造住宅に作用した応答変形角を推定
した(図 2(a))。被害地域における観測地震動
や推定地震動を基に、木造住宅を対象とし
た地震応答解析を実施し、耐震性能と応答
変形角と被害程度との関係について分析し
た。全壊となった木造住宅では、最大応答変
形角は 1/10rad は超えていた可能性が高い
(図 2(b))3,4)。 

(2) 近年の地震被害の分析結果に基づいて、木
造住宅の応答変形角と被害との関係を整理
し、木造住宅の供用期間を考慮した地震被
害低減のための目標性能を評価可能な地震
損傷確率予測手法と地震リスク評価手法を
提案した(図 3)5）。 

地震損傷確率予測手法では、耐震診断
結果に基づいて木造住宅のモデル化を行 

 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

い、等価 1 質点系に置換した質点系モデル
を用いて、地震動に対する木造住宅の最大
応答変形角を推定する。そして、最大応答
変形角で関係づけた損傷確率曲線を用いて、
木造住宅の損傷確率を求める。 

地震リスク評価手法では、地域の木造住
宅の構法や気候、維持管理による違いを考
慮して、築年数によって木造住宅の耐震性
能を変化させ、変化させた損傷確率曲線と
損傷レベルに応じた損失額から地震ロス関
数を算定する。一方、地震ハザードについて
は、長期的な地震発生確率の評価方法 6)に
従って算定し（図 4）、求めた地震ロス関数と
地震ハザード曲線から供用期間中の地震リ
スク密度関数を求め、それを積分することで、
地震被害額の期待値として地震リスクを評価
する(図 5)。地域の地震環境、木造住宅の耐
震性能の変化を考慮し、木造住宅の地震リ
スクと耐震補強や維持管理による被害低減
効果を評価することができる。 

(3) 京都市の木造住宅を対象として、地震損傷
確率予測を行い、木造住宅の地震被害低減
法について検討した。京都市における広域
的な木造住宅の被害大の損傷確率の分布
を求め、大きな被害が懸念される地域を想定
地震動に基づいて特定した(図 6)。多くの場
合、木造住宅の耐力を向上させることで、損 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 被害率 
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図 2 2007 年能登半島地震の震源域における木造住宅被害の分析 

(b) 全壊率と最大応答変形角との関係 
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図 3 提案手法の概要 

(b) 地震リスク評価手法 
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傷確率を低減できることが確認されたが、地
震動特性によっては、木造住宅の耐力を上
昇させるだけでは必ずしも損傷確率の低減
に繋がらない場合があり、耐力上昇とともに
変形性能の確保が重要であることを指摘した
(図 7)。また、木造住宅の設計用地震動を用
いた場合、降伏せん断力係数 Cy が 0.3 程度
以上では、被害大の損傷確率が 10%以下と
な る 。 一 方 、 設 計 時 の 安 全 限 界 変 形 角
1/30rad 以下に応答を抑えるためには、Cy
が 0.6 程度以上必要となるが、その場合、被
害大の損傷確率は殆ど発生しない(図 7)。 

(4) 地震ハザードが大きく異なる大阪、高知を対
象として(図 4)、地震リスク評価のパラメータ
分析を行った(図 5,8)。大阪市のように、南海 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・東南海地震の震源域から比較的離れた地
域でも、耐力が低い住宅では損傷確率が高
くなる場合もあり、必要最低限以上の耐力を
確保することは重要となる。一方、高知市の
ように、南海・東南海地震の震源域で地震の
発生確率の高い地域では、耐力が高い住宅
ほど経年変化による耐震性能の低下の影響
も大きく、被害低減を考える上では住宅の維
持管理対策も重要となることを示した。 

本研究では、木造住宅の築年数による経年
変化の影響を組み入れた地震損傷確率予測手
法、地震リスク評価手法を提案し、被害低減に
有効に作用する耐震性能について検討を行っ
た。木造住宅の耐震性能と被害との関係や経年
変化による耐震性能の変化については、地震被 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a) 高知 

図 5 地震損失期待値 
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図 4 地震ハザード曲線の比較 

図 7 被害大の損傷確率の変化 

(b) 花折断層帯の想定地震動に対する応答 (a) 設計用地震動に対する応答 (c) 降伏せん断力係数 Cy
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図 6 花折断層帯の想定地震動に対する被害大の損傷確率の空間分布 

(b) Cy=0.2 (c) Cy=0.3 



 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

害事例に基づいて仮定し評価しているが、築年
数による経年変化が木造住宅の耐震性能に及
ぼす影響は十分に明らかになっているとは言え
ない。経年変化が耐震性能や被害に及ぼす影
響については、今後も調査分析を行い、地震被
害事例のみならず実験データも含めて検討して
いくことが今後も重要であると考えられる。 
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図 8 地震リスク評価の結果 

(c) 大阪 (a) 地震対策の影響 
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